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Ⅰ　序　ヘルスプロモーションと住生活

　健康とは病気にならないことだけを指している
わけではない．WHO（世界保健機関）によれば，
「健康とは単に病気でない，虚弱でないというのみ
ならず，身体的（physical），精神的（mental）そ
して社会的（social）に完全に良好な状態を指す」
と定義されている₁）．従って，“健康”であるため
には，住宅やコミュニティが提供する我々の日常
の生活環境そのものが健全でなければならない．
　WHOは，上に示した健康の考え方の日常生活
における広い実践を推進するため，₁₉₈₆年のオタ
ワ憲章において“ヘルスプロモーション”の概念
を提唱している．その要点は次のとおりである．
・健康とは，毎日の生活の資源とみなされるもの
である．
・健康とは，身体的能力だけでなく，社会的・個
人的な面での資源という点を重視した前向きの
考え方である．
・それゆえに，ヘルスプロモーションとは，ただ
保健医療部門にゆだねられる責務というよりは，
健康的なライフスタイルを越えて，幸福（ウェ
ルビーイング）にまで及ぶものである．
　以上のように，“住まい”や“生活環境”は我々
が健康を維持増進するための基盤となるものであ
る．上記のような健康の考え方に基づいて，本稿
では健康な暮らしを支える住宅やコミュニティを
計画，供給，運用するという立場から，健康の維
持増進に貢献する方策について解説する． ₂章，
₃ 章では住宅の健康課題について， ₄ 章ではコ
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ミュニティの健康課題について述べる．

Ⅱ　健康維持増進住宅推進の必要性

1 ．逼迫する医療財政と（一次予防＋ゼロ次予防）

の重要性

　高齢化の進行する日本では，医療費，介護費の
増加が深刻な政治・社会問題となっている．政府
の予測によれば，₂₀₂₅年の医療費と介護費は，
₂₀₁₀年比でそれぞれ約 ₂倍，約 ₃倍に増加すると
予想されている．この問題を放置すれば日本の財
政が破綻に向かうことは確実である．日本社会が
抱えるこの大きな課題の解決のためには，医療分
野は当然のこととして，ヘルスプロモーションに
関わるあらゆる分野からの参加が求められる．健
康的生活の基盤を提供する建築分野も積極的な貢
献を果たすことが求められている．
　最近の医学，公衆衛生学では，ヘルスプロモー
ションを一層深化させて一次予防やゼロ次予防と
いうことが推奨されている．一次予防では個人レ
ベルでの“健康的な日常生活”，ゼロ次予防では社
会レベルでの“健康的な環境の提供”が謳われて
いる．従って，一次予防に関してはコミュニティ
のようなソフト面の環境が，ゼロ次予防について
は住宅のようなハード面の環境が，中心的な役割
を果たすことになる．
2 ．国土交通省主導による健康維持増進住宅研究

委員会の設立

　国土交通省では，健康を支える生活基盤として
の住宅やコミュニティの重要性に着目し，このよ
うな住宅・コミュニティ整備の推進を政策課題と
して取り上げている．そのため，₂₀₀₇年に「健康
維持増進住宅研究委員会」を設置して，この問題
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の研究に着手した．この委員会は，建築学，医学，
環境学など幅広い分野の専門家が参加する学際的
なものである．国土交通省設立の研究委員会に併
設する形で，住宅産業を中心とする民間企業によ
る研究コンソーシアムが日本サステナブル建築協
会（Japan Sustainable Building Consortium: JSBC）
に設置され，官民が協力してこの研究を推進して
いる．

Ⅲ　住宅の断熱と健康

1 ．冬期における死亡率の増加

　冬期に死亡率が増加することは広く知られてい
ることである．自宅と病院に着目して，月別の死
亡率₂）を図 ₁に示す．ガンを除くいずれの疾患に
おいても，死亡率は自宅でも病院でも上昇する．
しかし特に心疾患において，自宅における上昇率
が顕著である．この原因としては，病院に比べ，
冬期における自宅の室温が低いためであることが

指摘されている．
　次に，同じく冬期における死亡率増加のヨー
ロッパ諸国における国際比較₃）を図 ₂に示す．寒
冷地に比べ温暖地における死亡率の増加傾向が著
しいことが特徴的である．この原因として，寒冷
地では冬期の暖房環境が十分に確保されているの
に対し，温暖地ではこれが不十分で冬期の屋内環
境が貧弱であることが指摘される．暖房水準につ
いて言えば，北海道と本州・四国・九州の関係が
これに対応する．
2 ．室内の推奨温度 : 英国保健省の指針

　英国保健省は，冬期の室温指針を定めている₃）．
₂₁℃以上を推奨温度，₁₈℃以上許容温度として設
定しており，₉～₁₂℃では血圧上昇，心臓血管疾患
のリスク， ₅℃以下では低体温症のリスクがある
と指摘している．この程度の温度は，断熱や暖房
が不十分な日本のストック住宅では，夜間・早朝
の時間帯においてごく一般的に発生している．
3 ．大震災（3.11）後のエネルギー供給が途絶え

た時の室温低下の調査（事例）

　東日本大震災（₃.₁₁）の際には，被災地におい
て長期にわたって電力・灯油をはじめとするエネ
ルギー供給が途絶した．その状態における室温を
調査した結果₄）を図 ₃に示す．室温は測定に基づ
くものでなくアンケート調査によるものであり，
居住者が自身の生活体験に照らして推定したもの
である．同図に示すように，断熱が良好な住宅で
は₁₅℃前後の室温が保たれているのに対し，断熱
が悪い住宅では₅℃前後まで室温が低下している．図 1 　自宅及び病院における月別死亡率の推移2）

図 2 　冬期における死亡率の国際比較3）
図 3 　東日本大震災（3.11）後のエネルギー供給が途

絶えた時の室温4）
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断熱水準の高い住居の居住者は，暖房が運転でき
なくてもセーターなどの重ね着で十分寒さに対応
することが可能であったと回答している．日本の
住宅では，全館暖房・連続暖房は稀で，部分暖
房・間欠暖房が一般的であるので，この調査結果
は，日本の住宅の冬期の屋内環境をある意味で代
表しているものと考えてよい．断熱水準の向上が
求められるわけである．因みに，日本のストック
住宅で，現行の省エネ基準である次世代基準に適
合する住宅は， ₅～ ₆％程度（₂₀₁₁年度）である
と推測される．
4 ．住宅のエネルギー消費の国際比較

　図 ₄に，先進国の住宅におけるエネルギー消費
の国際比較₅）を示す．日本の世帯当たりのエネル
ギー消費は，ヨーロッパ諸国の₂/₃程度，米国の
₁/₂ 程度である．特に注目すべきことは暖房用消
費が少ない点である．欧米諸国の₁/₃～₁/₄程度で
ある．日本のストック住宅の断熱水準が低いこと
を併せて考えれば，日本の住宅の冬期の屋内環境
が劣悪であることが明らかとなる．
5 ．断熱改修による温熱環境の改善

　断熱改修による温熱環境改善の事例₆）を図 ₅ に
示す．改修前の低い断熱・気密水準から，改修後
は次世代基準に適合する水準に向上している．居
間や寝室の室温に着目すれば，温熱環境の改善は
劇的である．温熱環境改善の原因として，断熱水
準の改善と同時に暖房水準の向上を指摘すること
ができる．断熱の向上した改修後には，暖房用エ
ネルギー消費は大幅に減少するので，暖房水準を
向上させるための光熱費増加は大きな負担とはな
らない．これは一つの事例に過ぎないが，このよ
うな温熱環境の大幅な改善は，断熱改修を実施し
た殆どすべての住宅で確認されていることである．
6 ．断熱性能の向上による有病割合の改善

　断熱水準の向上による有病割合の減少₇）を図 ₆
に示す．これは，断熱性能の低い家から高い家に
転居した ₁万人以上の人を対象にしてアンケート
調査した結果である．この調査結果によれば，ほ
とんどすべての疾患において，有病割合が大幅に

低下するという結果になっている．ただし，有病
割合は自己申告に基づくものであり，医師の診断
に基づくものではない．現在医学専門家と協力し
て，この結果のより信頼性の高いエビデンスを収
集中である．
7 ．省エネに向けた住宅の断熱行政

　断熱推進における大きな問題は，そのための費
用負担をする入居者の賛同が得られにくいという
ことである．既に説明したように，日本の住宅で
は暖房エネルギーの消費量は少ないので，断熱を
向上させても大きな光熱費削減効果を期待するこ
とはできない．従って一般の居住者にとっては，
この側面からの断熱水準向上のインセンティブが

図 4 　住宅のエネルギー消費の国際比較5）

図 5 　断熱改修による温熱環境の改善6）

図 6 　断熱水準向上による有病割合の減少7）
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小さい．このことが，過去の日本において，断熱
が低い水準に止まっていたことの一つの理由であ
る．しかし断熱がもたらす便益は，光熱費の削減
のみではない．光熱費削減以外に，健康性向上，
快適性向上など様々な便益を提供する．ここでは
前者を直接的便益（EB，Energy Benefit），後者を
間接的便益（NEB，Non-Energy Benefit）と呼ぶ．
このようなマルチベネフィットを，まとめて表 ₁
に示す．断熱の推進に際しては，居住者に対して
光熱費の削減という EBだけでなく，健康性向上
という NEBを併せて説明すれば，費用負担に関
する心理的バリアの克服が容易になるものと期待
される．
8 ．断熱住宅における疾病予防による便益の金額

換算

　病気になれば働けないので収入が減り，医療の
ための出費が必要とされる．従って，疾病機会を
少なくすることは，多い場合に比べ便益を発生さ
せると考えてよい．図 ₆に示したように，断熱の
悪い住宅から良い住宅に移転した場合，有病割合
は顕著に減少することが期待される．このような
断熱住宅における疾病にかかる機会の減少を金額
換算すれば，図 ₇ のようになる₇）．これは，前節
で述べた断熱がもたらす間接的便益 NEBの代表
的なものである．図 ₇は，図 ₆のアンケート調査

結果に基づいた推計した金額換算値である．今後
は，介入実証研究によりその推計値を検証するこ
とが研究課題である．
9 ．断熱工事の投資回収年数に関するケーススタ

ディ

　断熱向上による光熱費削減という EBと，健康
性向上という NEBに着目して，断熱工事の投資
回収年数に関するケーススタディを行った．東京
地方に建設される新築 ₂階建てを想定し，家族人
数は₂.₆人（日本の平均）とする．無断熱から高断
熱にするための工事費は約₁₀₀万円と想定する．断
熱向上による EB，すなわち暖房費削減は₃.₁万
円／年・世帯とする．健康性向上による NEBは
図₇をベースにして算定した結果，₂.₇万円／年・
世帯となった．

表 1 　断熱性能の向上がもたらす省エネの便益 （EB） と省エネ以外の便益 （NEB）

EBと NEB

ステークホルダー

省エネの便益
（EB: Energy Benefit）

省エネ以外の便益
（NEB: Non-energy Benefit）

（＋は正の便益，－は負の便益（費用増加等）を意味する）

₁．居住者 ＋ 光熱費削減

＋健康性向上　＋快適性向上
＋遮音性向上　＋安全性向上
＋メンテナンス費用削減
＋知的生産性向上
－住宅購入費/改修工事費の増加

₂．住宅供給業者 －建設に要する
　エネルギー量の増加

＋建物の付加価値の増加
＋CSR（企業の社会的責任）の推進
－建設コストの増加

₃．行政／社会
＋化石エネルギー
　輸入量の減少
＋CO₂ 排出削減

＋医療費の削減
＋環境政策推進への貢献
＋環境政策に対する市民の意識向上
＋産業活性化の推進，雇用創出

図 7 　断熱住宅の疾病予防による便益の金額換算7）
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　因みに，₂₀₁₀年度の日本の医療費の総額は約₃₇
兆円／年₈）で，一人当たり約₃₀万円／年である．
従ってこのケーススタディの場合，年間医療費は
約₇₅万／年・世帯となる．₂.₇万円は₇₅万円の
₃.₆％に相当する金額である．
　ケーススタディの結果を図 ₈ に示す．EBのみ
に着目した場合，投資回収年数は₂₉年であるが，
健康維持増進効果も考慮すると投資回収年数は₁₆
年に短縮される．一方，医療費の ₇割は国庫負担
である．参考までにこの部分も含めて投資回収を
試算すれば，投資回収年数は₁₁年となる．
　断熱工事の投資回収は EBのみに着目して算定
されるのが世界の常識である．このような算定方
法に基づく場合，日本の住宅では，投資回収に長
期の期間を要するため，居住者にとっては魅力の
少ないものになりがちである．しかし，本ケース
スタディに示すように，健康維持増進効果に着目

すると，投資回収年数は大幅に短縮され，入居者
にとっても着手しやすいものとなる．このような
NEBの考え方の導入が，今後の断熱行政の推進に
大きな貢献を果たすことが期待される．

Ⅳ　住宅の健康診断

1 ．生活環境における健康障害

　住宅の中には様々の健康障害が存在する．その
事例を図 ₉に示す．多くの居住者はこれらの問題
が自身の健康に強く影響していることについて無
頓着である．建築専門家や医学関係者は，生活環
境が健康に与える影響について，居住者に気付いて
もらうための努力を今まで以上に払うべきである．
　このような健康障害をWHOなどの資料₉-₁₁）を
参考にまとめれば表 ₂のようになる．多くの居住
者は，自身の日常生活に存在するこのような健康

図 8 　断熱工事の投資回収年数：EB と NEB に着目して7） 図 9 　健康に影響を与える生活環境の障害（事例）

表 2 　住宅の居住環境が健康障害及び健康増進に与える影響（WHO 等による）

障害

循環器系疾患 （心疾患，脳疾患，高血圧）
内分泌系疾患 （糖尿病）
肺疾患 （肺炎，喘息，鼻炎，急性上気道感染症（風邪））
筋骨格系疾患 （関節炎）
眼病 （結膜炎）
皮膚疾患 （皮膚炎）
外的要因による障害（熱疲労）
物理傷害 （傷病および死亡の外因）

増進
身体的な健康性 （身体機能，日常役割機能（身体））
精神的な健康性 （活力，社会生活機能，日常役割機能（精神），心の健康）

注 ₁）健康障害は ICD-₁₀（WHO），健康増進は SF-₃₆（健康医療評価研究機構）の指
標に基づき，分類

注 ₂）健康増進は，WHOの提唱する Health Promotion の概念に該当するもの，項目
は実験的に設置
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障害の存在に気付いていない．これを気付かせる
ための活動やそのためのツール開発が求められる．
2 ．CASBEE 健康チェックリストの開発と利用

　日常生活に存在する健康障害に気付いてもらう
ためのツールとして，CASBEE健康チェックリス
トを開発した．CASBEE（Comprehensive Assess-

ment System for Built Environmental Efficiency）
は住宅や事務所建築などの総合環境性能評価ツー
ルとして，国土交通省の主導により開発されたも
のである．CASBEE健康チェックリストは，戸建
て住宅に着目し，特に健康障害の部分をズーム
アップしてチェックリストとして編集したもので
ある．
　CASBEE健康チェックリストのチェック項目を
抜粋して図₁₀に示す₁₂）．日常の生活体験に照らし
て回答しやすいように，チェック項目を部屋別に
整理している．また，家庭の主婦などの建築の非
専門家の利用を想定して，なるべく平易な表現に
なるように工夫している．
　このチェックリストは，建築環境・省エネル

ギー機構（IBEC）や日本サステナブル建築協会
（JSBC）のホームページで利用可能であり，ホー
ムページ上で評価結果シートの作成が可能なよう
にサービスが提供されている₁₃）．チェック後の結
果については，図₁₁の全国的データベースを標準
として，その上に自身の住宅の位置づけを示す構
成となっている₁₃）．
3 ．健康チェックリストの信頼性の検討

　CASBEE健康チェックリストの信頼性について
検討する．図₁₂にチェックリストの得点と主観的
健康感の関係₁₂）を示す．チェックリストの得点が
高くなると主観的健康感も向上する傾向を有して
いる．両者は高い相関を示していることから，
チェックリストの信頼性が確認されたといえる．
　次に，健康チェックリストの得点と有病割合の
関係₁₄）を図₁₃に示す．チェックリストの得点が上
昇すると，多くの疾患において有病の申告は顕著
に減少し，また持病のない健康な人の割合も顕著
に上昇する．有病割合や持病のない人の割合など
の健康指標と，チェックリストの得点は高い相関

図10　CASBEE 健康チェックリスト：チェック項目
（抜粋）12）

図11　チェックリストの得点の分布12）（全国6000件調査
をデータベースとして）

図12　健康チェックリストの得点と家族の主観的健康
感の関係12）

図13　健康チェックリストの得点と有病割合14）
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を示し，ここでもある側面においてチェックリス
トの信頼性が確認されたといえる．
4 ．自宅の改善方法に関する住まい方のアドバイス

　CASBEE健康チェックリストの主要な目的は，
居住者に自身の生活環境における健康障害の課題
について認識してもらうことである．次の段階は，
気付いた後，健康障害がある場合にこの改善を促
すことである．JSBCでは，自宅改善のためのア
ドバイスをホームページ上で紹介している₁₃）．
CASBEE健康チェックリストの利用者に対して，
ホームページ上で，自宅の評価結果に基づいて改
善アドバイスが得られるサービスが提供されてい
る．

Ⅴ　コミュニティの健康診断

　冒頭で述べたように，ヘルスプロモーションと
しての一次予防，ゼロ次予防は，個人レベルと社
会レベルで推進されるべきものである． ₄章では
コミュニティに着目して健康維持増進の方向につ
いて考察する．
1 ．コミュニティにおける健康増進の優れた取組

み：梼原町（高知県）の事例

　梼原町は高知県と愛媛県の県境に位置する人口
約₄,₀₀₀人の山間の集落である．この自治体では早
くから高齢者の健康課題の改善に取り組み，大き
な実績を上げてきた．
　梼原町における当時の₁₀年間の死亡した高齢者
数を図₁₄に示す₁₅）．データが少々古いが，死亡者
数は全国平均に比べはるかに少ない．同様に，高
齢者医療費を図₁₅に示す₁₅）．高知県平均に比べ劇
的に少なく，全国平均よりもはるかに少ない．
　梼原町のこのような優れた実績は，健康関連行
政において，他の自治体に対する良いモデルを提
供するものである．₂₀₀₈年にはこれらが評価され
て，政府により環境モデル都市として認定されて
いる．
　コミュニティと健康の関係の構造を解明するた
め，梼原町を含む ₃自治体において研究に着手し
た．共分散構造分析に基づく地域別の健康形成要

因モデル₁₆）を図₁₆に示す．これによれば，梼原町
では「健康」の₃₅％が住宅・コミュニティによっ
て規定されるという結果となり，北九州と小布施
に比べて，住宅・コミュニティと健康が密接な関
係を示した．この調査からも，梼原町という自治
体における優れた健康行政の実態が明らかとなっ
た．
2 ．コミュニティの健康度を計る簡便なツールの

開発

　 ₃章で住宅の健康診断について述べた．ここで
は，コミュニティの健康診断について考察する．
　図₁₇に，住民自身がコミュニティの健康度を診

図14　梼原町における過去10年間に死亡した高齢者数15）

図15　梼原町における高齢者医療費15）

図16　共分散構造分析に基づく健康形成要因モデル （ 3
自治体の結果）16）
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断するための方法や内容₁₇）を示す．図₁₇を分析す
れば，健康診断の大きな流れとして， ₁）コミュ
ニティの健康を支える機能に対する阻害要因の除
去という側面と， ₂）住民の参加・活動要因の充
足という二つの側面を抽出することができる．こ
のような考察に基づき，WHOによる国際生活機
能分類（International Classification of Functioning, 

Disability and Health: ICF）を参考にして作成した
評価構造の考え方を図₁₈に示す．更に，これらの
概念に基づいて作成したコミュニティチェックリ
スト項目一覧を表 ₃に示す．
3 ．チェックリストによるコミュニティの健康診断

　作成されたコミュニティの健康診断のための
チェックリストを用いて，全国₄,₀₀₀人を対象に調
査を実施した．調査に回答する人は，自身が属す
る中学校区をコミュニティとみなして評価を行っ
ている．

参加・活動促進要因

大　項　目 小　項　目

④交通・移動手段
₂₁．バス
₂₂．鉄道

⑤生活サービス施設

₂₃．運動施設
₂₄．文化施設
₂₅．商業施設
₂₆．娯楽施設
₂₇．公園・広場

⑥地域活動

₂₈．地縁的活動
₂₉．スポーツ・趣味・娯楽活動
₃₀．ボランティア・NPO・市民活動
₃₁．その他の活動・団体

⑦付き合い・ネット
ワーク

₃₂．信頼関係
₃₃．付き合い程度（近所の人々）
₃₄．交流人数（近所の人々）
₃₅．友人・知人・職場の同僚との付き合い

⑧医療・福祉施設

₃₆．医療機関
₃₇．歯科医院
₃₈．子育て支援施設
₃₉．高齢者福祉施設
₄₀．障害者福祉施設

表 3 　コミュニティチェックリスト項目一覧

機能阻害要因

大　項　目 小　項　目

①自然・屋外環境

 ₁．屋外温熱環境（夏）
 ₂．屋外温熱環境（冬）
 ₃．屋外の臭い
 ₄．屋外音・振動環境
 ₅．屋外空気環境
 ₆．環境放射線
 ₇．緑地環境
 ₈．水域環境

②街づくり・住まい
づくりのルール

 ₉．上水道
₁₀．ゴミ捨て場
₁₁．分煙設備・分煙対策
₁₂．建物の密集度・景観

③防犯・防災

₁₃．治安
₁₄．地域の明るさ
₁₅．地域内の死角
₁₆．防災対策

④交通・移動手段

₁₇．道路整備の状態
₁₈．交通対策
₁₉．近隣へのアクセス
₂₀．バリアフリー

図17　健康の側面から行うコミュニティ評価の内容・
方法

図18　コミュニティチェックリストの評価構造
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　チェックリストの得点と SF-₈（Medical Out-

come Study ₈-item Short Form Health Survey）の
得点の間の相関について分析した結果₁₇）を図₁₉に
示す．身体的サマリースコアについても，精神的
サマリースコアについても，チェックリストの合
計スコアとの間に明確な相関が認められる．
　図₂₀に，チェックリストの得点と健康な人の割
合や有病割合の関係₁₇）を示す．チェックリストの
得点が上昇すると，疾病がない健康な人の割合や，
風邪・関節系の痛み・転倒のない人の割合が顕著
に上昇する．同様に，脳血管疾患の有病割合も減
少する．しかし，本調査では高血圧の有病割合は 増加している．

　コミュニティの健康診断を行う際には， ₃章で
紹介した住宅の健康診断チェックリストを併用す
ると，コミュニティの健康障害面での構造をより
明確に把握することができる．両者の併用は大変
効果的である．両者を併用した調査事例₁₇）を，図
₂₁に示す．この三次元の図において，左側の軸が
CASBEE健康チェックリスト合計スコア，右側の
軸が健康コミュニティチェックリスト合計スコア
を示す．住宅の健康診断チェックリストで上位の
得点を示し，かつコミュニティの健康診断の
チェックリストで上位の得点を示すグループの場
合，₃₄.₂％の人が“症状なし”と回答している．
逆に，両者で下位の得点のグループの場合，“症状
なし”と回答した人の割合は₆.₉％と大幅に低くな
る．二つのチェックリストを併用して分析するこ
との効用は大きい．

Ⅵ　ま と め

　居住環境が健康に与える影響の重要性について
は以前から指摘されてきたことである．しかしこ
の問題に建築学と医学が連携して取り組み，その
構造を解明するという試みがなされることは過去
に少なかった．
　筆者らは建築学，医学の専門家が参加する学際
的研究を推進し，室内温度や断熱水準などの視点
から，住宅やコミュニティと健康の問題について
考察した．このような研究は，今後の断熱を中心

図19　チェックリストによる評価結果の吟味：SF-8 と
の相関（上；身体的サマリースコア，下；精神
的サマリースコア）17）

図20　チェックリスト得点と有病割合17）

図21　住宅用／コミュニティ用の両チェックリスト連
携の効用17）
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とする住宅に関わる環境行政に大きな貢献を果た
すものである．居住者は一般に，自身の居住環境
の水準や，それが健康に及ぼす影響について気付
いていない．重要なことは，居住者に健康障害問
題の存在に気付いてもらうことである．そのため
筆者らは，住宅やコミュニティの健康診断を行う
ためのチェックリストを作成し，これを適用して
住宅やコミュニティの健康診断を実施した．これ
らの成果が，今後の住宅行政や自治体におけるコ
ミュニティ行政に活用されることを祈念する次第
である．
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